京都府社協機関誌『京都の福祉』企画・編集・発行業務
企画募集要項
１　募集する業務の趣旨

本業務は、機関誌発行を主とする広報活動を通じて、会員団体及び府民に対し、本会事業及び社会福祉・社会保障に関する情報の提供、啓発を行い、社会福祉協議会や社会福祉への理解を深めるとともに福祉活動への参画を促すことを目的とする。

２　募集する業務内容
　（1）業務名：機関誌『京都の福祉』企画・編集・発行業務
　（2）業務内容：別紙仕様書のとおり。
　（3）委託期間：202５年５月号～202６年３月号（全６回　→　奇数月）
202５年4月1日～202６年3月31日予定

　（4）契約の更新：業務委託は1年契約を2回更新する3年契約を基本とするが、2年目以降の
契約更新については、本会が選択権を有するものとする。
　（5）予定額上限：２,１５０，０００円（消費税抜き）

　　　　　　　      　　（全６号、取材旅費、記事執筆料、印刷費等込）
３　公募から契約までのスケジュール
　（1）公募期間　　　　　　　　　　　　202５年３月５日（水）～202５年３月２１日（金）

　（2）事業説明会　　　　　　　　　　202５年３月１３日（木）　1３:30～1４:30
　（3）応募書類提出締切日　　202５年３月２１日（金）17：00（必着）
　（4）審査実施日　　　　　　　　　　日程が決まり次第、お知らせします。
　（5）審査結果通知日　　　　　　202５年３月３１日（月）

　（6）契約締結日　　　　　　　　　　202５年４月 １日（火）

４　応募者の参加資格要件等

（1）参加資格要件

企画提案を提出する者は、次に掲げる要件をすべて満たしていること。

①　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定により、京都府から入札参加資格を取り消されていないこと。

②　京都府から指名留保又は指名停止措置を受けていないこと。

③　都道府県税、法人税、消費税又は地方消費税の滞納がないこと。

④　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等による手続きを行っている団体でないこと。

⑤　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第２条第２号に掲げる暴力団、同条第6号に規定する暴力団員である役職員を有する団体並びにそれらの利益となる活動を行う者でないこと。
　（2）業務の再委託

　　　　受託者は、本業務の全部又は一部を第三者に委託することはできません。

　　　　ただし、一部の業務についてあらかじめ本会の承認を得たときは、第三者に委託することは可能
です。

５　募集要項等の配布

　　募集要項の配布は下記の方法で行います。

（1） 配布期間：　202５年３月５日（水）～202５年３月２１日（金）までの午前9時～午後5時まで（ただし、土・日除く）

（2）配布場所：京都府社会福祉協議会　事務所

　　　　　　　　京都市中京区竹屋町通烏丸東入る清水町375ハートピア京都5階

　　　　　　　　総務部　総務課　担当：河野
　　　　　　　　℡　075-252-6291
　　　　　　　　なお、募集要項は本会ホームページからもダウンロードできます。

http://www.kyoshakyo.or.jp/
　　　　　　　　　※過去に発行した機関誌も本サイトから閲覧・ダウンロードできます。

６　事業説明会の実施

説明会では、事業内容及び応募の際の注意点等について説明いたします。参加を希望の方は担当まで御連絡いただきますようお願いいたします。
（1）日時：202５年３月１３日（木）　１３:30～1４:30
（2）方法：Zoomによるオンライン
７　応募手続き等

提出期限　202５年３月２１日（金）17：00（必着）

提出場所　上記５の（２）に同じ

提出方法　郵送又は持参

提出部数　別添「業務内容仕様書」に基づき業務内容を企画し、以下に掲げる書類を提出すること。
　　　　　　　　　　なお、企画提案書には、住所（所在地）、氏名（社名）、代表者の氏名、社印、代表者印を記入・捺印すること。
	提出書類名
	部数
	内容・記載を要する事項等
	備　　考

	1
	企画提案書
	正本１部

写し４部
	企画提案内容の特徴等について簡潔に記載してください。

事業の運営体制と責任者・担当者について記載してください。
	様式任意

Ａ４判

	2
	経費見積書
	正本１部

写し４部
	提案上限額は２,１５０，０００円（消費税抜）
	様式任意

	3
	納税証明書
	　 １
	都道府県税、法人税、消費税及び地方消費税の滞納のない証明書
	

	4
	団体概要書
	　 １
	押印不要

会社概要・パンフレット等を添付してください。
	別記様式１

	5
	宣誓書
	　 １
	参加資格要件に関する宣誓
	別記様式２


８　審査の実施について

　　本会が設置する選考委員会による審査・評価に基づき、運営業務受託候補者を選定します。

　（1）日程及び場所　審査時間は候補者ごとに異なるので別途連絡いたします。
　　
　（２）審査内容及び基準　　書類及びプレゼンテーション選考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選定基準は別紙のとおりです。
　（３）候補者選定結果の連絡　　　202５年３月３１日（月）

９　運営業務受託候補者の選定後の手続き

　（1）委託契約締結日　　202５年4月1日（火）

　（2）委託金支払日　　　各号の発行ごとに支払手続きを受けます。
10　留意事項

　（1）応募1法人又は1事業所につき、申請は1件とします。

　（2）次のいずれかに該当する場合は失格とします。また、候補者が契約締結するまでの間に次のいずれかに該当した場合又は該当していることが判明した場合は、候補者の決定を取り消し、その者とは契約を締結しません。

　　　ア　審査結果通知日までに応募者が４（1）参加資格要件を満たさなくなった場合

　　　イ　経費見積書の金額が、予定額上限を上回る場合

　　　ウ　提出された書類に虚偽又は不正があった場合

　　　エ　企画提案書の記載内容が法令違反など著しく不適当な場合

　　　オ　その他、契約相手方として不適当と判断される行為があった場合

　（3）企画提案書等の作成及び提出に関する費用は、提案者の負担とします。

なお、提出のあった企画提案書等は返却いたしません。

　（4）企画提案書は審査を行う際に必要な範囲で複製を作成することがあります。

1

